平成２９年度





地域産業育成産学連携推進事業










平成２９年度　申請書様式


提出書類チェックシート

提出漏れがないか、また指定枚数内で作成されているか、提出前に再度チェックをお願いします。
	
代表者の所属機関名：

	事業名：（注）グループ交付申請書（第１号様式）と同じ事業名を記載してください。



	本テーマ 関連分野
（いずれか選択）
	☐
☐
	スマートライフ
スマートアグリ
	☐
☐
	スマートエネルギー＆ＩＣＴ
ｽﾏｰﾄｶﾙﾁｬｰ＆ｴﾃﾞｭｹｰｼｮﾝ

	重点支援の該当及びﾃｰﾏ
（該当する場合のみﾃｰﾏ選択）
	☐
☐

	重点支援に該当しない
重点支援に該当する
→右記の重点支援ﾃｰﾏから選択
	☐
☐
☐
	脳科学(子どもの能力開発・脳科学研究)
ＡＩ
ｉＰＳ（創薬）



	

	
 
	
正副各1部（CD-R1枚）


	

作成

書類
(★原本)



	☐	①チェックシート　（★）　　　　　　（【本様式】：１枚）

	
	☐	②提案書（表紙）　（★）　　　　　　（【様式１】：２枚以内）

	
	☐	③補助事業実施計画書　（★）　　　　（【様式２】：６枚以内）

	
	☐	④グループマネージャーの概要　（★）（【様式３】：必要枚数）

	
	☐	⑤所要額の内訳書　　　（★）　　　　（【様式４】：１枚）

	
	☐	　⑥企業概要、決算状況　（★）　　　　（【様式５】：必要枚数）

	
	☐	⑦ＣＤ－Ｒ等　応募書の内容がすべて記録されたもの　（１枚）
 ※①～⑦の全てが記録されたもの。Word、Excelで保存。

	


添付
書類
※ｸﾞﾙｰﾌﾟの構成員である各企業についてのみ要提出(★原本)


	☐	⑧特許の出願書類の写し（該当する場合のみ）

	
	☐	⑨企業の法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書。発行後３ヶ月以内のもの）
（★）　

	
	☐	　⑩納税証明書（府税に滞納が無いことの証明書。発行後３ヶ月以内のもの）
（★）　補助金交付を希望する企業のみ

	
	☐	　⑪直近１期分の決算書（貸借対照表、損益計算書、販売費及び一般管理費の内訳書、製造原価報告書）の写し、又は直近１期分の確定申告書の写し
　　・白色申告の場合：確定申告書(第一表、第二表)、収支内訳書
　　・青色申告の場合：確定申告書(第一表、第二表)、青色申告決算書
※創業１年未満の場合は、確定申告書の写し１期分又は税務署への事業開始届の写し等を１部添付してください。
（補助金交付を希望する企業のみ）


	
	☐	　⑫株主一覧が記載されている書類（出資者、出資額の一覧が記載されているもの）


　■作成書類は全てＡ４サイズ、片面印刷で提出してください。
  ■通しページは【様式１】を１ページとし、応募書下中央に打ってください。
　■各様式は、枚数を厳守してください。
　■ＣＤ－Ｒは、グループの代表者名、テーマ名がわかるようにしてください。

記載に係る注釈事項（青字）は提出時には削除願います。
【様式１】
平成　　年    月    日

地域産業育成産学連携推進事業提案書

公益財団法人京都産業２１
理事長　村田恒夫　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　所属機関名：グループの代表機関　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所：　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者職氏名：グループの代表機関の代表名　　
　　　　　　　　　
地域産業育成産学連携推進事業について、下記のとおり提案します。
記
１　事業名
　　　事業の内容を的確に表現した簡潔な名称を記載

２　事業計画
　別添様式２「補助事業実施計画書」のとおり

３　グループマネージャー　※詳細は別添様式３｢グループマネージャーの概要」のとおり
所　属：大学・研究機関名又は企業名
住　所：〒
役職・氏名：
ＴＥＬ：　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ：
電子メール：

４　実施期間
　　　交付決定通知後　　　　ヶ月（12か月以内）

５　主たる活動実施場所


６　収支計画
別添様式４「所要額の内訳書」のとおり

７　事務担当者名
所　属：グループ代表機関
役職・氏名：
ＴＥＬ：　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ：
電子メール：





【様式２】　様式２全体で、６枚以内。
＜ 補 助 事 業 実 施 計 画 書 ＞
	事 業 名
	事業の内容を的確に表現した簡潔な名称を記載

	分　　野
	☐スマートライフ
	☐スマートエネルギー＆ICT

	
	☐スマートアグリ
	☐スマートカルチャー＆エデュケーション


該当すると思われる最も近い分野を１つ選択し、□を塗りつぶしてください。


	重点支援の該当(いずれかに○)
	有　・　無
	テーマ
	☐脳科学
	☐ＡＩ
	☐ｉＰＳ


該当すると思われる最も近い分野を１つ選択し、□を塗りつぶしてください。


※以下、今回の補助金による事業実施期間だけでなく、補助事業終了後、国資金等を獲得できた場合の中長期的な取組も含め全体像がわかるよう記載してください。
	①　共同研究開発を実施する背景と課題

	（背景・課題を簡潔に記載）






	②　共同研究開発の目標

	（「・外部環境の変化のスピードを踏まえた技術等の有用性・可能性は高いか。
・当該技術シーズやシステム等が世の中に与えるインパクトは高いか。
・新事業・新産業の創出に発展するような可能性があるか。」等、評価基準に沿った視点から記載）
＜本補助事業期間内で達成を目指す目標＞





＜研究開発プロジェクト全体の目標＞






　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


	獲得しようとする国の競争的資金等
　　（府省・団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　（競争的資金等名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	③　共同研究開発の具体的内容

	(1) 内容
＜本補助事業期間内で実施する取組内容＞






＜国資金等獲得後に実施する取組内容(予定)＞








(2) 活用する技術シーズ・知見




(3) 実施体制
＜本補助事業のグループ構成機関（予定含む）＞
	グループの構成機関
大学・研究機関、企業名
	所在地
	役割分担
	参画／予定
の区分

	

	
	
	

	
	

	

	


	
	

	

	




＜国資金等獲得後のプロジェクト実施体制（予定）＞
	参画機関名
	役割分担

	
	

	
	

	
	



(4)実施拠点
＜本補助事業の実施拠点＞
（例：●●大学及び(株)●●本社）

＜国資金等獲得後のプロジェクト実施拠点（予定）＞
（例：けいはんなオープンイノベーションセンター(KICK)）


(５)実施スケジュール
＜本補助事業のスケジュール（最大12ヶ月）＞
	
	１
	２
	３
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	10
	11
	12

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



＜本補助事業を含む国資金等申請～採択～獲得後の研究開発の中長期スケジュール＞
（本補助事業期間内で目標が達成されたと想定した場合の、事業活動の将来展望について記載するとともに、「本事業の実施が、プロジェクトの組成の実現性を高めることにどのように寄与するか」について記載してください。）








	④　期待される波及効果

	（当該補助事業終了後、国資金等を獲得して実施するプロジェクトの成果が「イノベーションベルト構想の地域における科学技術及び産業の振興につながると認められるか。」の視点で記載）









	⑤　専門用語等の解説

	






	⑥　理化学研究所に対する期待等
　※重点支援テーマに該当し、提案段階でグループに理化学研究所が含まれない場合のみ

	


※研究内容に関する資料がある場合は、参考資料として添付してください。
※枠の大きさは必要に応じて変更してください。

【様式３】
グループマネージャーの概要

	（フリガナ）
氏　名
	

	生年月日
	西暦　年　月　日

	所属・役職名
	

	連
絡
先
	住所
	〒


	
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ
	

	
	E-mail
	

	
	URL
	

	学　　　位
	〔授与機関〕
〔学位〕（博士・修士・学士・なし）
〔取得年〕

	事業・研究開発等に関する経歴
	事業経歴、研究経歴などをご記入下さい。






	産学官共同研究プロジェクト実施経歴
	
	テーマ名
	実施年度
	研究開発事業名（実施省庁等名）

	
	
	

	
	
	

	
	
	




	当該事業研究開発に関連するこれまでの成果

	事業実績、特許、論文、発明等をご記入下さい












【様式５】
申請企業等の概要（各構成メンバー毎）※大学・研究機関除く
	（ふりがな）
事業者名
	（府外事業者で府内に拠点のある場合は、当該拠点名も併せて記入してください）

	
	

	住　所
	（府外事業者で府内に拠点のある場合は、当該拠点も併せて記入してください）

	
	〒



	電話番号
	(　　　)　　　－
	FAX番号
	(　　　)　　　－

	（ふりがな）
代表者
	（役職）　　　　　　　　　　（氏名）

	創立・設立
	　創立（西暦）　年　月　日　　　設立　（西暦）　年　月　日

	資本金または
出資金
	（万円）

	従業員数
	（人）

	ホームページ
	http://

	業種、主な生産品目・営業品目
	

	事業者の概要
〃　ＰＲ
(400字以内)
	概要に加え、事業者の強み(得意分野、独自技術、設備、人材、知的財産等)を含めたPRを記載

	公的補助金等の実績（過去３年分に加え、申請中、申請予定のものも記載してください）
	年度
	補助金名等
	交付機関等
	金額(千円)

	
	　〜
	

（対象事業：　　　　　　）　　　
	産業21以外の国、府関係を含む
	

	
	　〜
	

（対象事業：　　　　　　）
	
	

	
	　〜
	
（対象事業：　　　　　　）
	
	




	公的認定等の取得状況
(当てはまるものがあれば○をつけてください)
	
	公的認定等

	
	
	京都府中小企業「知恵の経営」実践モデル企業認証制度

	
	
	京都府中小企業応援条例に基づく研究開発等事業計画の認定

	
	
	中小企業等経営強化法に基づく経営革新計画の京都府知事からの承認

	
	
	その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



＜財務状況＞
直近３期分の決算額を記入してください。
                                      　　　       　　　　    （単位：千円）
	


	３年前
(  　年  　月期決算)
	２年前
(  　年  　月期決算)
	１年前
(  年  　月期決算)

	
①  売上高
　(当期収入合計額)

	



	



	




	
② 営業利益

	
	
	

	
③ 経常利益
　(当期収入合計額－
   当期支出合計額)

	




	




	





	
④ 当期利益

	


	


	



	
⑤ 減価償却費

	


	


	



	
⑥　純資産の部合計
 (正味財産の部合)

	



	



	




	
財務状況説明

	





（添付書類）
グループの構成員である各企業について、以下の書類を添付してください。
（部数等詳細は「提出書類チェックシート」をご確認ください。）
①　特許の出願書類の写し（該当する場合のみ）
②　企業の法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書）
③　納税証明書（府税の滞納がないことの証明書）　
④　直近の決算（営業）報告書（１期分）又はそれらに準じるもの
※　創業１年未満の場合は、確定申告書の写し１期分又は税務署への事業開始届の写し等を添付してください。
⑤　株主一覧表（出資者及び出資額の一覧が記載されている書類）
9

